
マ テ リ ア リ テ ィ へ の 取 り 組 み

マテリアリティ リスクと機会 主な取組み サステナビリティＫＰＩ
２０２3年度
実績

２０２６年度
７次中計最終年度

２０３２年度
長期ビジョン達成時

地域経済の発展
リスク

事業者数減少による地域の産業構造の変化

労働力人口減少による地域の生産力の低下
• 事業者への本業支援の強化

• 創業・スタートアップ支援の強化

• 事業者に対するDX提案

本業付加価値 【長期ビジョンＫＰＩ】 453億円 48３億円 5８０億円

創業支援相談先数 95件 累計370件 累計1,500件

機会
融資および本業支援による事業者の成長・発展

創業やスタートアップ支援による地域経済の活性化
DX関連事業の受託件数 21件 累計100件 累計300件

人的資本の最大化と
持続性向上

リスク
環境整備不足による優秀な人材の流出、採用難

スキル承継の停滞による競争力の低下
• 人事戦略と経営戦略の融合

• 働きがいのある職場づくり

• 多様な働き方に対する環境整備

本業支援人的資本ＲＯＩ 【長期ビジョンＫＰＩ】 0.84倍 0.8７倍 1.00倍

ソリューション営業人材一人当たりの
本業付加価値

88百万円 90百万円 93百万円

ソリューション営業人材の配置人数 510人 536人 6２０人

機会 人的資本経営の実践による企業価値の向上

エンゲージメントスコア（総合） 69.2 70 72以上

エンゲージメントスコア（挑戦する風土） 59 60 ７０以上

エンゲージメントスコア（キャリア機会の提供） 71 75 ８０以上

時差勤務・在宅勤務等の利用者数 274人 400人以上 50０人以上

ガバナンスと
コンプライアンスの強化

リスク
取締役会の機能不全による不適切な企業統治

不祥事件の発生による金融機関としての信用の失墜
• 取締役会の実効性評価

• 行動憲章・役職員行動規範の浸透

• 人権方針の浸透

外部機関評価による取締役会の実効性向上 ―
外部機関
評価導入

外部機関
評価導入

機会
取締役会の実効性向上

顧客本位の営業体制構築による営業基盤の確立
継続的な実施および各方針の浸透 ― ― ―

気候変動への対応 リスク
環境破壊による自然資本の毀損

地域脱炭素化の停滞による地元経済の減退
• サステナブルファイナンスの推進

• ＴＣＦＤを活用した気候変動対応

• 脱炭素に関するソリューション営業
の展開

サステナブルファイナンス実行額 2,722億円(累計） 7,000億円（2029年度目標）

CO2排出量削減割合（２０１３年度比） 58% 70%（2030年度目標）

機会 地域脱炭素化による事業者の収益機会の創出 脱炭素ソリューション実績件数 52件 累計180件 累計800件

オペレーショナル・
レジリエンスの確保

リスク
大規模災害による金融インフラの停止

情報流出（サイバー攻撃等）による信用の失墜 • 激甚災害に対するBCP体制強化

• サイバーセキュリティの強化
継続的な実施および取組内容の高度化

コンサルによる
BCP診断を実施

― ―

機会
顧客目線での危機時の影響の極小化

ブランドイメージの向上

※ 本業付加価値は取引先に対するサービスの付加価値（本業の売上高）を示す （計算式：貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益 )

※ 本業支援人的資本ＲＯ Ｉは本業における人件費の投資利益率を示す （計算式：顧客向けサービス業務利益÷人件費）

※ 累計は2024年４月以降分を集計 (サステナブルファイナンス実行額は 2022年4月以降を集計）


